
人口減少時代の新しい地域づくりに
向けた学習・活動に関する現状

参考資料２



１．地域を取り巻く環境の変化



社会教育を取り巻く環境の変化と課題
1)少子高齢化と人口減少、人口の東京一極集中
2)グローバル化の進展と在留外国人・訪日外国人の増加
3)地域コミュニティーの衰退とつながりの希薄化
4)貧困と格差、一億総中流社会の変容
5)技術革新と第四次産業革命の進展
6)社会教育の提供主体の多様化
7)地方分権改革と市町村合併、厳しい財政状況

今後の社会教育のあり方と留意すべき点
1)社会教育の取組とさらなる可能性
2)社会教育に期待される役割と方向性

○役割
1 地域コミュニティーの維持、活性化への貢献（学びの成果を活かした地域づくり）
2 社会的包摂への寄与（高齢者、障害者、外国人、困難を抱える人々など、住民が孤立せず社会参加）
3 社会の変化に対応した学習機会の提供（長寿化、社会変動の中、求められる能力の変化への対応）

○今後の方向性
1 官民パートナーシップによる社会教育の推進
2 持続可能な社会教育システムの構築 2

「人々の暮らしと社会の発展に貢献する持続可能な社会教育システムの構築に向けて」
学びを通じた地域づくりに関する調査研究協力者会議 論点整理（平成29年3月28日）

ポイント ①



3)社会教育の概念の再整理 -「地域課題解決学習」の位置付けの明確化 -

●平成18年に改正された教育基本法においては、社会教育は、「個人の要望」ととも
に「社会の要請」に応える側面を有しており、国及び地方公共団体が社会教育を奨励
しなければならない旨規定されている。さらに、教育の目標の一つに「公共の精神に
基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと」が掲げ
られており、社会教育の振興にあたっては、地域社会の構成員としての責任を果たす
地域の人材の育成等の社会的価値を追求する視点についても考慮することが求められ
ている。

●地域コミュニティーや自治体の機能が低下する中、住民が社会の構成員の一人とし
て、他者と関わりながら、変化に応じて社会を作り、互いの生活を保障していくこと
を学んでいくという社会教育の目的を改めて確認しておく必要がある。

●社会教育を取り巻く環境変化受け、今後の社会教育においては地域コミュニティー
の維持・活性化に貢献していくことが大きな役割となる。とりわけ、地域住民が地域
コミュニティーの将来像や在り方を共有し、その実現のために解決すべき地域課題と
その対応について学習し、その成果を地域づくりの実践につなげる「学び」を「地域
課題解決学習」として捉え、社会教育の概念に明確に位置づけ、公民館等においてそ
の推進を図ることにより、住民の主体的参画による持続可能な地域づくりに貢献する
ことが求められる。

4)今後の社会教育行政の展開において留意すべき点
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持続可能な社会教育システムの構築に向けた主要な視点
1）社会教育行政のネットワーク化と官民パートナーシップの推進

・教育委員会と首長部局の連携
・学校との連携・協働の推進

(社会に開かれた教育課程、地域とともにある学校、学校を核とする地域づくり)
(学校運営協議会、地域学校協働本部)

※高校生の参画 ※障害者の生涯学習
・官民パートナーシップの推進(NPO、大学、企業等)

※大学COC等の活用
・社会教育委員の積極的な活用

2 ）「学びのオーガナイザー」としての社会教育主事の養成・活用
・今後の社会教育主事に求められる資質・能力とその養成

※講習及び養成課程の見直し（ファシリテーション、ＰＤＣＡ等）

3）新しい「学びの場」と社会環境の変化に対応した社会教育施設の運営・整備
・公民館、図書館、博物館

4）国民・社会の理解と支持が得られる社会教育行政の展開と国民の参画促進
・今後、持続可能な社会教育システムを構築していく上では、ふるさと納税制度やクラウド

ファンディングなど多様な資金調達方法も視野に入れ、社会教育分野への官民の教育投資
の促進を図っていくことが重要である。

・そのためには、社会教育分野への教育投資について国民の理解と支持が得られるよう、
国民の主体的参画を促すとともに、予算獲得や共同事業の提案にも資するような明確な
成果目標に基づくPD CAサイクルや効果の見える化を進めることにより事業の不断の改善
を図り、効果的・効率的な社会教育を展開してことが求められる。

※は、資料作成者による補足
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人口移動が収束しない場合において、
２０４０年に若年女性が５０％以上減少し、人口が１万人以上の市区町村（３７３）

人口移動が収束しない場合において、
２０４０年に若年女性が５０％以上減少し、人口が１万人未満の市区町村（５２３）

資料：一般社団法人北海道総合研究調査会（HIT）作成

「地方消滅」という未来
2040年に若年女性が５０％以上減少し、人口が１万人未満となる
「消滅可能性」が高い市区町村は523（全体の29.1％）
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）

」

8174万人

4418万人

・日本の労働力率（2011） 59.6％ （アメリカ 64.7％）

（千人） ●生産人口の推移

●日本の人口の推移

●生産人口は５０年で半減

●高齢者割合は増加の一途
５０年後には４割が６５歳以上

少子高齢化の急激な進行により、生産年齢人口は半減
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7

2040年には単独世帯が４割へ
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国立社会保障・人口問題研究所 「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(2018(平成30)年推計)より文部科学省作成



人口の推移（全国・過疎地域） ※Ｓ35年の人口を100とした場合 高齢者比率及び若年者比率の推移
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（備考） ① 国勢調査による。 ②過疎地域は、平成２８年４月１日現在。

（備考） ※1：過疎地域は平成２８年４月１日時点（797市町村）である。
※2：平成２７年までの人口は国勢調査による。
※3：過疎地域からは、一部過疎市町村は除く。
※4：総人口の将来推計人口は「日本の将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）の出生

中位・死亡中位推計値による。
※5：福島県の将来推計人口は、「日本の将来推計人口（平成25年3月推計）」 （国立社会保障・人口問題研究所）では

県単位でしか推計していない。よって、福島県内過疎市町村については、 「日本の将来推計人口（平成20年12月
推計）」 （国立社会保障・人口問題研究所）による市町村ごとの将来推計人口に、県全体の将来推計人口の減少率
（平成25年3月推計／平成20年12月推計）を乗じて推計した。

（過疎関係市町村） （全 国） （過疎地域の割合）

市町村数（平２９．４．１） 817 1,718 47.6 ％

人口（平２７国調：万人） 1,088 12,709 8.6 ％

面積（平２７国調：k㎡） 225,468 377,971 59.7 ％

過疎地域の状況 年齢階層別人口構成

過疎地域 全国

0～14歳の人口割合 10.7% 12.6%

15～29歳の人口割合 10.5% 14.6%

65歳以上の人口割合 36.7% 26.6%
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（まち・ひと・しごと創生本部事務局説明資料）

過疎地域では、人口減少と高齢化が急速に進展
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コミュニティ機能の低下に伴い、危機的な課題が山積

平成28年9月26日小さな拠点・地域運営組織の形成に関する都道府県担当者説明会
（まち・ひと・しごと創生本部事務局説明資料）



年齢階級別の地域での付き合いの程度

内閣府”社会意識に関する世論調査”.2015
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若年層ほど、地域での付き合いがなく、孤立化している
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子供の貧困 －就学援助率は増加傾向－
（６人に１人が援助を受けている）
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ＯＥＣＤ発表資料より（2014年）

ＯＥＣＤ平均より低いＯＥＣＤ平均より低いＯＥＣＤ平均より高いＯＥＣＤ平均より高い

子どもの貧困率は国際的にも高く、経済格差が拡大している
（２０１５年は13.9％）
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※ハンガリー、アイルランド、日本、ニュージーランド、スイス、トルコの数値は2009年、チリの数値は2011年



財務省.”日本の財政を考える国及び地方の長期債務残高”.2016
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国及び地方の債務残高は増加の一途

国及び地方の債務残高



14「教育・生涯学習に関する世論調査（平成27年12月）」

身に付けた知識を社会に還元する人は
４人に１人しかいない

身につけた知識等の活用状況（複数回答）



定年退職後は、一日をテレビと過ごし、人と交わらない

15出典：経済産業省 次官・若手プロジェクト（平成29年）



・子供たちの65%は、大学卒業後、今は存在していない職業に就く。

キャシー・デビッドソン氏（ニューヨーク市立大学大学院センター教授）

・今後10～20年程度で、約47%の仕事が自動化される可能性が高い。
マイケル・A・オズボーン氏（オックスフォード大学准教授）
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グローバル化、情報化等により、
変化が激しく予測困難な未来。



２．地域の課題解決に貢献した事例



行政に頼らないまちづくりの実践。自治会が様々な活動で自主財源を確保、独自の福祉や青少年
育成に取り組んでいる。住民の参加意識も高く、地域再生への挑戦として注目されている。

■やねだんの概要

鹿児島県鹿屋市串良町柳谷（通称「やねだん」）にある、人口300
人、65歳以上が4割という「過疎高齢化」の集落。自治公民館区が全
て自力で、土着菌を活用した畜産ふん尿の悪臭除去などの環境対策
や独居老人宅への緊急通報装置の設置、集落民の労働奉仕による
自前の運動遊園や歴史資料館の建設、地域おこしや教育、福祉等へ
活用するための自主財源確保のためのサツマイモ生産など集落民全
員が活躍できる場を数多く設け、行政に極力頼らない独自の集落づく
りを進めている。

■具体的な取組
・自主財源の確保

「サツマイモを育てて、東京ドームにイチローを見に行こう」という高校生向けのイ
ベントをきっかけに、住民を巻き込んだ本格的なサツマイモ作りを実施。サツマイモ
作りの収益金は、初年度が27万円、3年目で63万円、5年目で90万円。化学肥料を
やめ、土着菌に黒糖や米ぬかなどを混ぜた有機栽培を実施。

・やねだんオリジナル商品づくり
サツマイモを原材料とした『やねだん焼酎』を年間1000本から作りはじめ、10年目

で収益が500万円に。収益については、緊急警報装置や、シルバーカー、寺小屋、
『住民全110世帯に1万円のボーナス支給』で還元。

・迎賓館事業
空き家を整備し、迎賓館として、移住希望のアーティストを全国公募。「アーティス

ト村」へ転換させ、子供達に夢を与え、お年寄りに生きがいを与え、空き家の襖には
アートが描かれ、閉店したスーパーがギャラリーに変わり、笑顔の写真や子供達の
作品が並ぶ。6年前から７人の芸術家が居住している。

公民館で行政に頼らないまちづくり ～鹿児島県鹿屋市（やねだん）～

迎賓館第1号館焼酎
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人口 H25：2,368人（H20：2,370人）
学校 小学校：2校（86人）、中学校：1校（56人）、高校：1校（156人）
生徒数（高校） H24：156人(H20：89人）

●少子高齢化（高齢化率約40％）により平成20年頃には統廃合の危機
（入学者数H17：71人→H20：28人）。

●地域唯一の高校であり、高校の存続が地域の存続と直結。

「島前高校魅力化プロジェクト」を発足し、地域総がかりで以下の取組を実施。

※平成20年度に魅力化の会（地元３町村長、教育長、中学校長、高校長等）を発足。
実働組織として、現在は、高校教諭、民間事業者、ボランティア団体等による構想実現への推進協議会を設置。
外部人材としてプロジェクトマネージャーを配置するとともに、高校内にコーディネーターを常駐。

■地域協働型のカリキュラムとして、地域の課題解決型授業等を実施。
＞「夢探求（総合的な学習の時間）」や独自科目「地域地球学」では、海外の企業や
大学等と連携したプロジェクトに発展。

■地域と高校の連携型公営塾「隠岐國学習センター」設立による教育環境の整備。
＞学校の授業と連動した学習 ＋ 夢ゼミにより地域内外の大人も参画した議論の場を形成。

■異文化や多様性を取り込むための全国・海外から生徒を募集する「島留学」を実施。

【生徒数】H20： 89人 ⇒ H24： 156人
【人 口】H23：2,288人 ⇒ H25：2,368人（80人増）

入学希望者は増え続け、異例の学級増、ひいては人口増を実現。
「いずれ島に戻り、世界のモデルとなる町にしたい」と夢をもって進路を選択する
生徒が増加

（人）

（小中：H25、高：H26現在）

2,3702,378
2,321

2,2882,297

2,368

2,200
2,250
2,300
2,350
2,400

H20 H21 H22 H23 H24 H25

人口推移

（出典）住民基本台帳

地域の学校の存在意義 ＝ 地域のつくり手の育成

課題

取組

高校を核とした地域活性化 ～島根県立隠岐島前高等学校～
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高校生と地域が協働した地域ビジネスの創出 ～三重県立相可高校～

地方創生、地域振興の観点から、高校生が地域の大人と共にソーシャルビジネス（※）の展開により地域の課題を
解決していく取組。

■地域ビジネス創出事業（Social Business Project、略称：SBP）

高校生らが地域資源を学び、見直し、活用して “まちづくり”や
“ビジネス”を提案し、その取組を、地域で応援し支えていくもの。

三重県多気町にある三重県立相可（ おうか ）高等学校 食物
調理科 調理クラブが運営する高校生レストラン等を先進事例と
して、現在、同様の取組が全国に広がっている。

※ソーシャルビジネス：
社会的課題への取組を、継続的な事業活動として進めていくこと。地域の自立的支援や雇用創出に
つながる活動として有望視されている。 （小学館デジタル大辞泉より）

■具体的な取組

〇高校生レストランでの人材育成が地域に拡大（三重県立相可高校食物調理科調理クラブ）
・地元多気町と連携し、農業公園「五桂池ふるさと村」に、高校生が運営する研修レストランを開設。高校生は、仕入れから調理、

接客並びに経理まで一貫した実践を通して高い実践力を身に付けている。
・隣接する農産物販売所から仕入れた地元食材を活用して料理を提供し、連日満員の賑わいを見せている。 年間約１５０００食、
売上高は約５０００万円となり、現在は、自治体からの補助を受けずに自主運営を行っている。

・県内外からの利用客が増えたことで、地域の交流人口の増加に貢献している。
・高校生らが地元農産物の「伊勢いも」を食材として活用したことにより、地元特産品として新たな注目を集めるなど、地域の活性化に

貢献している。
・地元にＵターンする者や、「せんぱいの店」など飲食業に携わる者が増えたこと、高校生レストランをきっかけとしてその卒業生らの

離職率が改善されたことなど、地域の人材定着に好循環を生み出している。



住民主体の地域課題の解決に向けた

地域運営組織の形成

○中山間地域等において、将来にわたって地域住民が暮らし続けることができるよう、必要な生活
サービスの維持・確保や地域における仕事・収入を確保し、将来にわたって継続できるような「小さ
な拠点」の形成（集落生活圏を維持するための生活サービス機能の集約・確保と集落生活圏内外
との交通ネットワーク化）が必要。

○あわせて、地域住民自らによる主体的な地域の将来プランの策定とともに、地域課題の解決に向
けた多機能型の取組を持続的に行うための組織（地域運営組織）の形成が必要。

○2020年までに小さな拠点を全国で1,000箇所（2017年5月：908箇所）、地域運営組織を全国で
5,000団体（2016年10月：3,071団体）形成する。

集落生活圏

集落 集落

集落

集落

旧役場庁舎

スーパー
跡地

郵便・ATM 小学校

ガソリン
スタンド

道の駅

例：旧役場庁舎を
公民館等に活用

例：コミュニティバス等により交通手段を確保

例：道の駅での日用品販売や住民の活動拠点に

診療所

例：付加価値の高い
農林水産物加工場

例：地域資源を活かした作
物を栽培、道の駅で販売

例：集落の女性組織によ
る６次産業化商品の開発

例：小学校の空きスペースや
廃校舎を福祉施設等に活用

例：撤退後のスーパーを
住民により運営

取組イメージ

小さな拠点の形成

人材の育成・確保、資金の確保、事業実施ノウ
ハウの取得、法人化の促進等

農林水産業教育
交通 商業

医療・
介護・福祉

文化
防災

子育て

移住
田園回帰

ｴﾈﾙｷﾞｰ

観光

生活サービスの維持確保
地域における仕事・収入の確保

優良事例の横展開、人材・情報交流のための
プラットフォームづくり

中山間地域をはじめとして、暮らし続けられる地域の維持 21

「小さな拠点」と「地域運営組織」との連携 平成30年1月31日 第29回全国公民館セミナー
（まち・ひと・しごと創生本部事務局説明資料）
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総合戦略
あり

a 市役所・町村役場の本庁 102 (11%)

b 市役所・町村役場の支所・出張所、行政窓口 367 (40%)

c 公民館 564 (62%)

d 地域交流センター等地区住民の活動拠点施設 593 (65%)

e 郵便局（簡易郵便局含む） 755 (83%)

f 農協 430 (47%)

g 銀行、信用金庫等金融機関（郵便局、農協除く） 256 (28%)

h ATM（上記の施設に併設している場合も含む） 591 (65%)

i 保育所・幼稚園 569 (63%)

j 小学校 599 (66%)

k 中学校 360 (40%)

l 高等学校 110 (12%)

m 運動施設（運動場、体育館等）、公園、広場 669 (74%)

n 医療施設（病院、診療所等） 534 (59%)

o 高齢者福祉施設、地域包括支援センター 513 (56%)

p ガソリンスタンド 540 (59%)

q 食料品・日用品販売店
（スーパー、コンビニ、個人商店等）

747 (82%)

r 飲食店（食堂、レストラン、喫茶店等） 659 (73%)

s 道の駅 104 (11%)

t 物産・観光施設（道の駅以外） 355 (39%)

u 宿泊施設 395 (44%)

v 鉄道駅 195 (21%)

w バス停留所 837 (92%)

※複数回答

102

367

564

593

755

430

256

591

569

599

360

110

669

534

513

540

747

659

104

355

395

195

837

現在ある主な拠点施設

公民館は、「小さな拠点」における重要な拠点

平成30年1月31日 第29回全国公民館セミナー（まち・ひと・しごと創生本部事務局説明資料）



３．社会教育施設の運営について



※類似施設含まない

※類似施設含む

公民館は館数、学級・講座数とも減少傾向。要因として、コミュニティセンター等の施設としての転用、施設
の老朽化や市町村合併に伴う廃止・整理統合が考えられる。博物館、図書館は増加傾向。

※施設数については各年１０月１日現在の数値であり、学級・講座数、貸出冊数及び入館者数については、前年度間の数値である。
※H23の学級講座数、貸出冊数及び入館者数には、岩手県、宮城県、福島県の数値は含まれない。 資料：社会教育調査

冊数(千冊)
※H20からは同種施設含む

H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H27年度

図書館数 1,950 2,172 2,396 2,592 2,742 2,979 3,165 3,274 3,331

貸出冊数 266,021 323,607 404,161 479,970 520,822 580,726 631,873 682,344 662,157
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（参考）公民館数と生涯学習センター数の推移

公
民
館
数

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
数

公民館

図書館 博物館

主な社会教育施設の数と利用状況
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H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H27年度

公民館数 17,347 17,562 17,819 18,257 17,947 17,143 15,943 14,681 14,171

学級・講座数 159,721 179,484 182,308 263,798 341,212 410,014 448,864 375,934 348,519
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H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H27年度

博物館数 2,968 3,704 4,507 5,109 5,363 5,614 5,775 5,747 5,690

入館者数 244,980 283,087 286,001 280,649 269,503 272,682 279,871 276,652 279,996
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指定管理者の割合、首長部局が所管する割合ともに博物館が最も高い。

社会教育調査報告書（平成27年度）

公民館 公立図書館 公立博物館

指
定
管
理
者

所
管 － －

公立・直営
2,792 館(84%)

公立・指定管理者
516 館(16%)

公立・直営
3,012 館(70%)

公立・指定管理者
1,281 館(30%)

登録
586館
(14%)

相当
179 館
(4%)

類似
3,528 館

(82%)

公立・教育委員会
66館(37%)

公立・首長部局
113館(63%)

公立・教育委員会
2,307 館(65%)

公立・首長部局
1,221 館
(35%)

公立・直営
13,019 館(92%)

公立・指定管理者
1,152 館(8%)

公立社会教育施設の設置・管理状況について
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民間の力の活用

東根市公益文化施設 まなびあテラス（山形県東根市）

■施設概要：図書館・美術館・市民活動支援センター
■所管：教育委員会
■管理運営：民間
■具体的事例：

図書館と美術館でそれぞれの催事に
連動したイベントを開催することで、集
客力を互いに享受で きるようになった。

展覧会と連動した図書館での蓄音機ライブの開催

複合施設としての相乗効果、民間の力

おおい町里山文化交流センター（福井県大飯郡おおい町）

■施設概要：公民館・図書館
■所管及び管理運営：教育委員会
■具体的事例：

施設の役割について考えるワークショップを
行政と住民の共催で行った。さらに参加者か
ら施設運営のボランティア団体が誕生するな
ど、施設への関心が継続している。

住民意見の採用

学びピア２１（東京都足立区）

■施設概要：生涯学習センター・図書館・放送大学学習センター
■所管：生涯学習センター及び図書館は区長部局（補助執行）
■管理運営：生涯学習センターは指定管理者、図書館は区長部局
■具体的事例／

指定管理者による施設全体（設備含む）の一体管理。
防犯、防災体制についても館全体で避難訓練を実施し、
意識の共有を図っている。

コスト削減を含めた管理運営の工夫

オガールプラザ（岩手県柴波群紫波町）

■施設概要：図書館・地域交流センター・子育て応援センター・民間施設
■所管：図書館は教育委員会
■管理運営：図書館は町長部局（補助執行）
■具体的事例：

駅前の施設整備により、200人の雇用が生
まれるとともに、エリア価値が高まったことで、
医療機関の進出など民間投資が生まれ、エ
リア内の人口が400人増加した。

地域コミュニティの拠点づくり・にぎわいづくりへの貢献

ゆいの森あらかわ（東京都荒川区）

■施設概要：中央図書館、吉村昭記念文学館、子供のための施設
■所管及び管理運営：区長部局（補助執行）
■具体的事例：
３施設の機能を融合することで、多世代の利用者を呼びこみ、世代間交流につながっている。
体験的な遊びや学びの提供を活発に行い、「賑やかな図書館」へ。
３つの機能を１つの部署で管轄することにより各機能間の連携の強化、一体的な業務推進につながっている。

他部局との連携による子育て支援の充実

施設のあり方を考えるワークショップ “みんなで考える集い“ オガールプラザ外観

学びピア２１外観
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子育て中の親同士や、多世代間
の情報交換の拠点となるための

交流スペース

壁一面の絵本に囲まれた「ゆいの森ホール」

社会教育施設の集約化・複合化の事例



・107種612点（H29.4現在）の動物を飼育する、国内でも上位の入園者を記録する動物園（類似施設）
・所管は旭川市経済観光部 ・平成28年度入園者数は143万人

○ 展示事業
形態展示以外の手法に取り組んでいる。

◆行動展示

動物本来の行動を引き出す構造を飼育
舎に取り入れる他に、運動不足解消の
ためのプログラム等を実施。同活動によ
り、エンリッチメント大賞を複数年受賞。

○ 教育事業
園内での解説活動の他に、学校との連携に積極的取り組んでいる。

◆ＧＡＺＥ（旭山動物園教育研究会）

学校と動物園双方が融合した教育活動
の在り方を探る、大学、学校、 動物園
の三者間の合議組織。研修会の開催や
実践的研究活動を行っている。

◆出張授業

市内の小中学校に獣医等を
派遣。園の所蔵教材や小型
動物を使用して、総合、生活
等の授業の補助を行う。

旭川市旭山動物園

・江戸と東京の歴史や文化を伝えることを目的とした歴史博物館（相当施設）
・所管は東京都生活文化局 文化振興部企画調整課 ・平成28年度入館者数は90万人（分館含む）

東京都江戸東京博物館

直
営
施
設

指
定
管
理
施
設

○ 資料収集・保管事業

収蔵資料は61万点（H29.3現在

）にのぼり、その内、徳川家康着
用の胴服等4件286点が国の重
要文化財に指定されている。

○ 人材育成事業

インターンシップや学芸員実習の受入
（計23名）の他に、中学生の職場訪問
や職場体験にも対応（計126名）。

○国際交流事業

◆日中韓国際シンポジウム

首都における歴史博物館の交
流を目的として、平成14年度か
ら輪番制で開催。

・江戸絵画や現代美術を中心に展覧会を開催している美術館（類似施設）。区役所との複合施設。
・所管は千葉市市民局 生活文化スポーツ部文化振興課 ・平成27年度入館者数は16万人

千葉市美術館

○ 展示事業

企画展と所蔵作品展を合わせて年間10回以

上の展覧会を開催。関連するシンポジウムや
ギャラリートークなども実施。

○ 学校連携事業

平成15年度より、市内の公立学校と連携して「小中学

生鑑賞教育推進事業」を実施。バスでの送迎と鑑賞プ
ログラムのパッケージ化により、学校団体の利用をう
ながしている。

教育委員会所管以外の博物館の取組
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【平成29年の地方からの提案等に関する対応方針】（平成29年12月26日 閣議決定）

○ 博物館法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律
公立博物館については、まちづくり行政、観光行政等の他の行政分野との一体的な

取組をより一層推進するため、地方公共団体の判断で条例により地方公共団体の長が
所管することを可能とすることについて検討し、平成30 年中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

【平成26 年の地方からの提案等に関する対応方針】（平成27年1月30日 閣議決定）

○ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
図書館・博物館の設置・管理の所管部局（23 条12 号及び32 条）を地方公共団体の判断

により決定することができる制度については、法制度上の課題等を精査し、その実現方策
について検討の上、必要な措置を講ずる。

28

地方からの提案等に関する対応方針



（参考）文化財保護について
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【平成29年の地方からの提案等に関する対応方針】（平成29年12月26日 閣議決定）
○ 文化財保護法（昭25 法214）及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31 法162）

地方の文化財保護に関する事務（地方教育行政の組織及び運営に関する法律21 条14 号）については、文化財保護に関して優れた識

見を有する者により構成される審議会を置くものとすること、文化財保護に知見を有する職員を配置することなど、専門的・技術的判断の
確保等の措置を講じた上で、地方公共団体の判断で条例により地方公共団体の長が管理し、執行することを可能とする。

【文化財の確実な継承に向けたこれからの時代にふさわしい保存と活用の在り方について】（平成29 年12 月８日文化
審議会第一次答申）
２．地方文化財保護行政の所管

文化財保護の所管に関しては，これまでも教育委員会制度全体の見直しの中で議論があったところであり，平成25 年12 月13 日文化審

議会文化財分科会企画調査会報告「今後の文化財保護行政の在り方について」で整理されたとおり，文化財保護に関する事務の管理・執
行において担保すべき観点（文化財保護に関する事務に係る専門的・技術的判断の確保等の四つの要請）を十分に勘案することが必要で
ある。このことを踏まえ，今後とも，文化財保護に関する事務を教育委員会が所管することを基本とすべきである。

しかしながら，文化行政全体としての一体性や，景観・まちづくり等に関する事務との関連性を考慮し，各地方公共団体が文化財保護に
関する事務をより一層充実させるために必要かつ効果的と考える場合は，四つの要請に対応できるよう各地方公共団体において環境を整
備しつつ，条例により，首長部局において文化財保護に関する事務を執行・管理することを可能とする仕組みとすべきと考えられる。これに
よって，文化財の保存と活用の両面から取組が一層進めやすくなると考えられるが，活用面の取組が文化財の本質的価値の毀損に至ら
ないよう，文化財保護に関する事務の執行・管理に当たっては，一段と深く留意することが必要である。

このため，事務を首長部局に移管することとする場合には，四つの要請に対応するための環境の整備として，現在は任意で地方公共団
体に設置できることとされている地方文化財保護審議会に関して，文化財に関して優れた識見を有する者により構成されることとし，必ず
置くものとすることを制度上も明確にする必要がある。

また，地方文化財保護審議会は文化財保護法第190 条において，諮問に応じるだけでなく，建議（将来の行為に関し自発的に意見を申

し出ること）の権限を有することが規定されているが，地方公共団体によって運用にばらつきがあるといった指摘もあることを踏まえ，地方
文化財保護審議会が，当該地方公共団体における文化財行政の進捗について適切に報告を受けながら，必要な場面で効果的に機能す
るよう運用を強化することが必要である。

加えて，文化財担当部局への専門的な知見を持つ職員の配置の促進や，配置された職員の専門性向上のための研修等の充実，コンプ
ライアンスの徹底，文化財行政に係る透明性の向上，学校教育・社会教育担当部局との日頃からの緊密な連携・協力関係の構築等が強く
求められ，これらに総合的に取り組むことにより，四つの要請に適切に対応することが必要である。
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□ 地方分権時代における教育委員会の在り方について（平成17年１月教育制度分科
会地方教育行政部会まとめ）

教育に関する事務の中で首長から独立して執行する必要があるものとしては，教育の政治的中立
性の確保及び教育の自主性の尊重のために当然に必要であると考えられる1学校や社会教育機関
における教育内容に関すること，2教科書その他教材の選択に関すること，3教職員の採用その他人
事に関すること，4教員免許状の授与に関すること，5学校や教員に対する評価に関すること，などが

ある。このため，学校教育及び社会教育に関する事務は，引き続き教育委員会が担当するものとし
て存置すべきである。

このうち社会教育は，主として公民館，図書館，博物館において行われているが，公民館が自主事
業として実施する各種の講座は，学校における教育活動と同様に人格形成に直接影響を与えるも
のであり，対象が成人であったとしてもその内容については政治的中立性の確保が必要となる。ま
た，図書館，博物館についても，図書や展示資料の選択について政治的中立性が要請されるもので
ある。
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□ 新しい時代を切り開く生涯学習の振興方策について（平成20年２月中央教育審議会
答申）

前述の「生涯学習支援に関する事務（学校教育・社会教育に関するものを除く）」については地方自
治体の判断により首長が担当している例もある。しかしながら、社会教育に関する事務については、
これまでの本審議会の答申等で指摘されている教育における政治的中立性や継続性・安定性の確
保等の必要性のほか、前述のとおり学校、家庭、地域住民等の連携の重要性が高まっている中、学
校教育と社会教育とがより密接に連携していくことが不可欠となっていることにかんがみると、教育
委員会が所管することが適当であると考えられる。また、地方公共団体の長と教育委員会の関係に
ついては、教育委員会の自主性と職務権限の独立性を侵害しない限度において地方公共団体の事
務の能率的処理等を促進する補助執行等の仕組みが既に存在しており、弾力的な事務の執行を行
うことは可能となっている。

なお、社会教育施設の所管に関しては、地方公共団体の長へ改めてもよいとする指摘がある一方
で、社会教育施設は多様で自主的な教育活動を助長することを目的とするものであり、政治的中立
性の確保等の観点から教育委員会の所管が望ましいという指摘もある。社会教育施設の管理及び
整備に関する事務については、これらを踏まえ、学校施設の管理及び整備に関する事務について地
方教育行政の組織及び運営に関する法律の特例が構造改革特別区域で認められたこと等を考慮し
て検討する必要 がある。
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□ 社会教育推進体制の在り方に関するワーキンググループ（審議の整理）（平成25年９
月生涯学習分科会）

地方教育行政の在り方の方向性については，今後，中央教育審議会教育制度分科会での結論を
待つ必要があるが，教育委員会制度がどのような形になったとしても，社会教育行政を展開していく
上では，教育委員会制度の趣旨とされている①教育の政治的中立性の確保，②継続性・安定性の
確保，③地域住民の意向の反映といった教育の特性への配慮については，学校教育と比べるとそ
の度合いに強弱はあるとしても，引き続き担保する仕組みを構築する必要がある。なお，その際，社
会教育とも密接な関係がある地域の課題解決にかかわる住民の活動においては，行政も含めた関
係者間での意見や考え方が異なることがしばしば見られる点にも留意する必要がある。

また，第2 期教育振興基本計画においても，学校，家庭，地域社会が連携・協力して子供を育成し

ていくことがますます重要となる旨記載されているように，社会教育と学校教育は生涯学習社会の構
築を担う車の両輪として，基本的に今後も一体となって執行されることが望ましいと考えられる。

一方，社会教育行政については，近年，地域づくりの観点や福祉の観点，男女共同参画の観点，
青少年の健全育成の観点など首長部局との関係も深く，首長部局で担当する場合は，他の行政分
野における諸施策との連携・協力を通じて，地域の多様な社会教育活動が一層促進されるとともに，
社会教育行政における新規事業の立ち上げが活性化するなどの利点も見込まれる。また，このよう
な社会教育活動の広がりや他の行政との関連性の広範さからすれば，首長において所管するそれ
ぞれの行政分野の取組にも相乗効果を上げることが期待できるとの考えもある。このような考え方
から，現在でも，社会教育に関する事務については，一部の自治体では，地方自治法第180 条の7 
の規定に基づき，教育委員会の事務の一部を首長に委任したり，首長部局の職員に補助的に行わ
せたりする方法により，首長部局がこれらの事務を執行している事例も見られる。

（続く）
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（続き）

以上に鑑みると，社会教育に関する事務については，学校教育との連携や生涯学習社会の構築
の観点から，学校教育行政と一体として担当することの利点が大きいものと考えられる。一方，自治
体の組織編制における自由度を拡大する観点から，地方自治体の実情や行政分野の性格に応じ，
自治体の判断により，首長が担当することを選択できるようにするなど弾力化を図っていくことも一考
に値すると考えられる。ただし，その場合，社会教育行政が首長部局の他の行政分野の中で埋没
し，憲法で保障された教育の機会均等の原則や教育基本法第1 条で規定された教育の目的を学校

教育以外の領域で実現するという社会教育行政の本来の目的が見失われることがないよう，前述の
ように教育の特性への配慮について引き続き担保する何らかの仕組みを検討する必要がある。

□ 今後の地方教育行政の在り方について（平成25年12月中央教育審議会答申）
この点、教育に関する事務の中で首長から独立して執行する必要があるものとは、特に教育の政

治的中立性や、継続性･安定性の確保が求められるものであり、教育内容、教科書採択や職員の人
事など 公立学校教育に関する事務は、当然に教育行政部局が担当すべきものとして、存置すべき

である。また、社会教育についても、公民館、図書館等の社会教育施設で行われる各種事業は、学
校における教育活動と同様に人格形成に直接影響を与えるものであり、対象が成人であったとして
もその内容は政治的中立性の確保が必要であり、教育行政部局が担当するものとして存置すべき
である。


